
行政改革における取り組み内容 町民課

NO
担当課 事務事業、補助金

等、推進項目名称
現在の取組み状況、事業内容 見直し・取組み内容 実　施　時　期

経費節減
見込み(千円)

備　　　考
款名称

町民
事業
１

町民課

特別医療費助成事業

身体障害１・２級、ひとり親家庭、小
児、特定疾病等を対象者に医療費
を助成し、健康の保持と生活の安
定を図っている。18年度見込
23,360件、 98,411千円(県、町各
1/2）

年々助成費が増加傾向にあるが、
県下　全市町村が実施している県
費補助事業なので、今後も引き続
いて助成する。

平成18年度 現行

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
事業
２

町民課

高齢者はり・きゅう・
マッサージ事業

70歳以上の老人医療受給対象者
で前年度町民税非課税の者を対象
に受給券を１人年間12枚以内を交
付している。 18年度見込 35人、
420千円

申請者が限られているとともに、助
成額が年間 12,000円以内であり、
事業効果を検討し、廃止する。

平成18年度 検討

平成19年度 廃止 420

平成20年度

02 民生費 平成21年度

平成22年度

町民
事業
３

町民課

保育所総務事業（み
どり保育園事業）

北条みどり保育園の保育料を町が
徴収、運営費は国からの補助を合
わせ、町から保育園に支出。みどり
保育園委託料69,221千円(内訳：保
育料27,700千円、国県補助19,811
千円、一般12,353千円）

基準に基づくもので、現行どおりと
する。

平成18年度 現行

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
事業
４

町民課

保育所総務事業（広
域入所事業）

町外の保育所に通う乳幼児の補助
事務を実施。町外からの受け入れ
分13,353千円収入。町外への委託
42,424千円支出。

基準に基づくもので、現行どおりと
する。

平成18年度 現行

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
事業
５

町　民　課

総合窓口化の推進

大栄庁舎では、町民課に総合窓口
係を1人配置し、庁舎内各課への案
内等、また、北条庁舎各課の一部
事務を行っている。

ワンストップサービスの導入に向
け、検討する。

平成18年度 検討

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
事業
６

町　民　課

滞納対策、徴収対策
の強化（保育料）

保育料の滞納者については、訪
問、呼び出しをむするなどできるだ
け接触に努め、納付誓約書の提出
など納付向上の取り組みを進めて
いる。

町民課だけでなく保育所長がもっと
前面に出て、徴収対策に取り組む。

平成18年度 検討

平成19年度 実施

平成20年度 　　　　↓

平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓
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町民
事業
７

町民課
東保育所管理運営
事業
56,536千円

入所児童数  40人
保育士　正職 4人、 臨時 4人
調理員　臨時 2人   パート
保育料収入　7,411千円
国･県補助金　1,410千円
町費（一般財源）　42,752千円

町内に町立保育所６、私立１、幼稚
園１あり、統廃合を含めた早急な検
討が必要となっている。

町立保育所全体で見ると、現在、
保育士38人、臨時保育士34人とほ
ぼ同数になっている。今後、定年を
迎える保育士が10年間で17人ある
など、クラス担任を臨時保育士で対
応しなければならない状況になって
いる。

※別紙　町立保育所の資料

平成18年度 検討

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
事業
８

町民課
中央保育所管理運営
事業
64,285千円

入所児童数  74人
保育士　正職 6人、 臨時 8人
調理員　臨時 2人   パート
保育料収入　13,020千円
国･県補助金　2,510千円
町費（一般財源）　42,752千円

平成18年度 検討

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
事業
９

町民課
大誠保育所管理運営
事業
118,489千円

入所児童数  114人
保育士　正職 10人、 臨時 9人
調理員　正職2人、臨時 2人  ﾊﾟｰﾄ
保育料収入　24,037千円
国･県補助金　3,329千円
町費（一般財源）　87,029千円

平成18年度 検討

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
事業
１０

町民課
栄保育所管理運営
事業
67,611千円

入所児童数  47人
保育士　正職 5人、 臨時 3人
調理員　正職1人、臨時 1人  ﾊﾟｰﾄ
保育料収入　10,816千円
国･県補助金　1,470千円
町費（一般財源）　54,785千円

平成18年度 検討

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
事業
１１

町民課
由良保育所管理運営
事業
109,092千円

入所児童数  96人
保育士　正職 9人、 臨時 6人
調理員　正職1人、臨時 １人  ﾊﾟｰﾄ
保育料収入　19,830千円
国･県補助金　2,722千円
町費（一般財源）　84,304千円

平成18年度 検討

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
事業
１２

町民課
大谷保育所管理運営
事業
68,032千円

入所児童数  41人
保育士　正職 4人、 臨時 4人
調理員　正職1人、臨時 １人  ﾊﾟｰﾄ
保育料収入　9,014千円
国･県補助金　1,130千円
町費（一般財源）　57,402千円

平成18年度 検討

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
事業
１３

町民課

子育て支援センター
（北条）

子育て家庭に対する育児不安等の
相談・指導や支援等を行っている。
中央保育所、北条健康福祉セン
ター等で実施。　　　施設基幹型
18年度予算額      4,542 千円

将来的には統合の検討も必要であ
るが、現状では実施している内容
に若干の違いや親子が集える部屋
の確保等が困難であり、現行のと

平成18年度 現行

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓
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町民
事業
１４

町民課

子育て支援センター
（大栄）

子育て家庭に対する育児不安等の
相談・指導や支援等を行っている。
大誠保育所等で実施。　小規模型
18年度予算額         736千円

おりとする。
保育所のあり方に併せて検討す
る。
予算のうち県補助金2/3あり。

平成18年度 現行

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
補助
１

町民課

鳥取県戸籍事務協議
会負担金

県下全市町村が加入し、戸籍事務
の研究会等を開催している。
負担金　　市　2,000円、町村  1,500
円

戸籍事務には特殊な例があり、研
究会は必要であり、現行のとおりと
する。

平成18年度 現行

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

02 総務費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
補助
２

町民課

中部保育協議会負担
金

中部地区の全市町村が加入。保育
に関する情報交換等を行っている。
負担金　　　平等割　7,500円

情報交換等が必要であり、現行の
とおりとする。

平成18年度 現行

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

03 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
補助
３

町民課

日本スポーツ振興セ
ンター負担金

町立保育所及び北条みどり保育園
に入所して全幼児を対象に全額町
費で保険に加入している。
対象幼児数 　　 597人
保険料  　　375 円／年・人
計　　　　223,875円

幼児を預かり保育をしている以上，
けが等は起こりうるものであり、保
険加入は必要。ただし、個人負担を
求める等の検討を行う。

平成18年度 検討

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

03 民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
補助
４

町民課

解放保育連絡会負担
金

県下公立の全保育所が加入してい
る。負担金( 市町村単位 )  10,000
円、会費( ６施設×3,000円 )の計
28,000円

必要であり、現行のとおりとする。 平成18年度 現行

平成19年度 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓

民生費 平成21年度 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓

町民
補助
５

町民課

子ども家庭育み協会
負担金

県内保育所の総合組織が解散され
たことに伴い、民間保育所主導で
結成された組織。
負担金　　5,000円／年・施設
計   　　30,000円

県内で加入していない保育所もあ
り、また、中部保育協議会もあるの
で脱退の方向で検討する。

平成18年度 現行

平成19年度 脱退 30

平成20年度

03 民生費 平成21年度

平成22年度

町民
補助
６

町民課

放課後児童クラブ運
営事業（北条）

放課後児童クラブに入所している
児童の保険料補助金
北条ふれあい会館で実施
入所児童数  55人
補助率  半額      1,000円/人・年
計  55,000円

17年度までは両町とも全額の2,000
円を町費で補助していたが、18年
度から半額を保護者で負担するこ
とに見直しした。

平成18年度 見直し 55

平成19年度 　　　　↓ 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓ 　　　　↓

03 民生費 平成21年度 　　　　↓ 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓ 　　　　↓
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町民
補助
７

町民課

放課後児童クラブ運
営事業（大栄）

放課後児童クラブに入所している
児童の保険料補助金
中央公民館大栄分館で実施
入所児童数  35人
補助率  半額     1,000 円/人・年
計  35,000円

17年度までは両町とも全額の2,000
円を町費で補助していたが、18年
度から半額を保護者で負担するこ
とに見直しした。

平成18年度 見直し 35

平成19年度 　　　　↓ 　　　　↓

平成20年度 　　　　↓ 　　　　↓

03 民生費 平成21年度 　　　　↓ 　　　　↓

平成22年度 　　　　↓ 　　　　↓
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